
[bookmark: 関係人口創出・拡大のための対流促進事業交付要綱（220201改正）_別紙様式]（別記様式１）	
年　　月　　日

株式会社JTB 殿

法人・団体等住所
法人・団体等名称
法人・団体等の代表者職名及び氏名


令和７年度特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金
（被災者支援団体交通費補助事業）
交付申請


特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金（被災者支援団体への交通費補助事業）交付規程（以下、「交付規程」という。）第７条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請する。
なお、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）、特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金（被災者支援団体への交通費補助事業）交付要綱（令和７年１月９日付府政防1645号）及び交付規程の定めるところに従うことを承知の上、申請する。

記

１ 交付申請額	金	        千円

２　事業の開始（予定）日                  年　　　月　　　日

３　事業の完了（予定）日　　　　　　　　　年　　　月　　　日


（添付資料）
（1） 応募要項に定める応募申請書類一式
（2） その他





（備考）
用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。
（別記様式２）
　番　　　 　 号
年　　月　　日
 
法人・団体等住所
法人・団体等名称
法人・団体等の代表者職名及び氏名　　殿
 
株式会社JTB
代表　●●　●●
 
令和７年度特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金
（被災者支援団体への交通費補助事業）
交付決定通知書

  年	月	日付で申請のあった標記補助事業については、特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金（被災者支援団体への交通費補助事業）交付規程第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので通知する。
 
記
 
1. 補助金の額は以下のとおりとする。

補助金の額	　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　円
 
2. 補助事業者は、以下に掲げる条件に従って補助事業等を実施しなければならない。
（1） 　補助事業者は、法令、交付規程、応募要項及び交付決定の内容並びにこれに附した条件に従い、善良なる管理者の注意をもって補助事業を行うこと。
（2） 　事務局が補助事業に係る実績の報告等を受け、その報告等に係る補助事業の実績が交付決定の内容又はこれに附した条件に適合しないと認めたときは、補助金を交付しない場合があること。
（3） 　補助事業者は、事務局が補助事業の適正な遂行に必要な範囲において報告を求め、又は現地調査を行おうとするときは遅滞なくこれに応ずること。
（4） 　事務局は、交付規程第８条第１項の交付決定を行うに当たって、交付規程第８条第２項により補助金に係る消費税等仕入控除税額について減額して交付申請がなされたものについては、これを審査し、適当と認めるときは、当該消費税等仕入控除税額を減額するものとする。
（5） 　事務局は、交付規程第８条第２項ただし書による交付の申請がなされたものについては、補助金に係る消費税等仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行うこととし、その旨の条件を附して交付決定を行うものとする。
（6） 　補助事業者は、補助事業の一部を第三者に委託し、又は第三者と共同して実施しようとする場合は、実施に関する契約を締結し、任意の様式において、事務局に届け出なければならない。

3. その他補助金の交付に関し、事務局が別に定める補助金の交付に関する必要な事項を遵守すること。　

(別記様式３)
年　　月　　日
 
株式会社JTB 殿

法人・団体等住所
法人・団体等名称
法人・団体等の代表者職名及び氏名
 
 
令和７年度特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金
（被災者支援団体への交通費補助事業）
交付申請取下げ書
 
 
　　　年 　月 　日付第  号で交付の申請を行った標記補助事業の実施について、その申請を取り下げたく、特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金（被災者支援団体への交通費補助事業）交付規程第９条の規定に基づき、下記のとおり申請する。

 
記

 
１ 申請を行った年月日　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
 

２ 申請を取り下げる事由



（別記様式４）
年　　月　　日
 
株式会社JTB 殿

法人・団体等住所
法人・団体等名称
法人・団体等の代表者職名及び氏名
 

令和７年度特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金
（被災者支援団体への交通費補助事業）
変更交付申請書
 

　　年　月　日付第     号により交付の決定を受けた標記補助金について変更したく、特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金（被災者支援団体への交通費補助事業）交付規程第11条の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて申請する。
 
記
 
1. 今回追加交付（一部取消）申請額　　金　　　　　　千円

	交付決定済額
（A）
	変更後交付申請額
（B）
	今回追加交付（一部取消）申請額
（B）－（A）

	円
	円
	円


 
4. 変更を受けようとする理由




5. 変更に要する関係資料については、申請手続に準ずる。
　（注）最後に受けた交付決定通知書（写）を添付すること。

（別記様式５）
 
[bookmark: _Int_gP75mWTV]番　　　　　　　号
年     月　    日
 
法人・団体等住所
法人・団体等名称
法人・団体等の代表者職名及び氏名　　殿
 
株式会社JTB
 
 
令和７年度特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金
（被災者支援団体への交通費補助事業）
変更交付決定通知書
 
 
特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金（被災者支援団体への交通費補助事業）交付規程（以下、「交付規程」という。）第11条第２項の規定に基づき、下記のとおり変更承認し、交付することにしたので同条第３項の規定に基づき通知する。
 
記
 
補助金の額は次のとおりとする。

交付決定済額　　　　　　　　　　金　　　　　　　　  円
変更交付決定額　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
追加交付決定額　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円



（別記様式６）
 
年　月　日
 
株式会社JTB 殿

法人・団体等住所
法人・団体等名称
法人・団体等の代表者職名及び氏名


令和７年度特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金
（被災者支援団体への交通費補助事業）
承継承認申請書
 
 
特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金（被災者支援団体への交通費補助事業）交付規程第20条の規定に基づき、特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金における承継承認について、下記のとおり申請する。
 
記
 
1. 旧補助事業者名

2. 補助事業の地位の継承理由

3. 補助事業の名称

4. 補助事業の内容

5. 交付決定通知の日付及び番号

6. 交付決定通知に記載された補助金の額　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円



（別記様式７）
 
年　月　日
 
株式会社JTB 殿

法人・団体等住所
法人・団体等名称
法人・団体等の代表者職名及び氏名
 
 
令和７年度特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金
（被災者支援団体への交通費補助事業）
遂行状況報告書
 
 
特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金（被災者支援団体への交通費補助事業）交付規程第12条の規定に基づき、特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金の遂行状況について、下記のとおり報告する。
 
記

1. 補助事業の遂行状況

2. 補助事業に要する経費の使用状況

· 詳細は別紙で差し支えない。
別紙様式は任意とするが、遂行状況を確認することができること。
 


（別記様式８）
 
　　　年　　　月　　　日
 
株式会社JTB 殿

法人・団体等住所
法人・団体等名称
法人・団体等の代表者職名及び氏名
 
 
令和６年度 特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金
（被災者支援団体への交通費補助事業）
事業実績報告 
 

特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金（被災者支援団体への交通費補助事業）交付規程第13条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金の実績について下記のとおり報告する。
 
 
1. 事業の開始日                  年　　　月　　　日
2. 事業の完了日　　　　　　　　　年　　　月　　　日

（添付資料）
（１）活動報告書類　一式
（２）その他


（別記様式９）
 
年　月　日
 
　株式会社JTB 殿

法人・団体等住所
法人・団体等名称
法人・団体等の代表者職名及び氏名
 
令和７年度特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金
（被災者支援団体への交通費補助事業）
消費税等仕入控除税額報告書
 
 
特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金（被災者支援団体への交通費補助事業）交付規程第16条第１項の規定に基づき、消費税及び地方消費税の額の確定を受けたことに伴い、下記のとおり報告する。
 
記
 
1. 補助金の額の確定額
（　　年	月	日付	第	号による額の確定通知額）
金　　　　　　　円
2. 実績報告時に減額した消費税等仕入控除税額
金　　　　　　　円
3. 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税等仕入控除税額
金　　　　　　　円 
4. 補助金返還相当額（３の金額から２の金額を減じて得た額）
金　　　　　　　円
 
（注）内訳資料その他参考となる資料を添付してください。
 

（別記様式10）
 
番　　　　　　　号
年　月　日
 
法人・団体等住所
法人・団体等名称
法人・団体等の代表者職名及び氏名　　殿
 
株式会社JTB
 
令和７年度特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金
（被災者支援団体への交通費補助事業）
額の確定通知書
 
 
年  月  日付で実績報告の提出があった標記事業については、特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金（被災者支援団体への交通費補助事業）交付規程第14条の規定に基づき、交付すべき補助金の額を確定したので下記のとおり通知する。
 
 
記


補助金の額　　　　　　　金　　　　　　　　　円
 

（別記様式11）
 
年　月　日
 
 
株式会社JTB 殿

法人・団体等住所
法人・団体等名称
法人・団体等の代表者職名及び氏名
 
 
令和７年度特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金
（被災者支援団体への交通費補助事業）
精算払請求書
 
 
特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金（被災者支援団体への交通費補助事業）交付規程第15条第２項の規定に基づき、下記のとおり請求する。
 

　　　記
 

	補助金の額
（円）
	精算払請求額
（円）

	 
 
 
	 


 
